
監査結果公表第２７－１６号 

 

定期監査の結果に対する措置の通知の公表について 

 

 次のとおり監査結果に対する措置の通知がありましたので、地方自治法第１９９条第１２項及

び八尾市監査委員条例第８条の規定により公表します。 

 

平成２８年３月２日 

 

八尾市監査委員   田 中  清 

同      八 百 康 子 

同      小 湊 雅 子 

同      土井田 隆 行 

同      吉 村 和三治 

 

記 

 

１ 措置の通知 

   平成２２年度定期監査（教育委員会事務局旧学校教育部）及び 

平成２３年度定期監査（教育委員会事務局生涯学習部）の結果に対する措置の通知 

    平成２８年２月２２日付け八教生教政第１７０号 

   平成２４年度定期監査（こども未来部）の結果に対する措置の通知 

    平成２８年２月２２日付け八ここ第６６３号 

   平成２５年度定期監査（土木部）の結果に対する措置の通知 

    平成２８年１月２７日付け八土土総第１０８号 

   平成２５年度定期監査（健康福祉部）の結果に対する措置の通知 

    平成２８年２月２９日付け八健地第２７２号 

 

２ 問合せ先 

   八尾市本町一丁目１番１号 

    八尾市監査事務局 

     電話番号 072－924－3896（直通） 

 

３ その他 

   措置の通知については、市役所３階の情報公開室及び八尾市ホームページで閲覧できます。 



平成 25 年度実施健康福祉部定期監査の結果に対する措置の内容 

地域福祉政策課 

指摘事項 
本通知時までに講じた 

措置又は改善方針等 
H26.10.23 までの取り組み等の内容 

２ 指定管理に係る事務に

ついて 

⑷ 一部施設において、指

定管理に係る四半期毎

のモニタリングがまと

めて行われていたもの

があったほか、チェック

シートによる実地確認

の結果や指定管理者と

の協議内容については

担当者のみで処理され

ていた。モニタリングは

施設の管理・運営状況の

検証等に有用な情報と

なるものであることか

ら、適切な事務処理を行

うこと。 
 

措置 

状況 
１．措置済（平成27年4月1日） 

措置 

状況 
２．措置予定 

モニタリングについては、平成

27 年度より定期的に年 4 回指定管

理者と協議の場を設けるよう改め

ました。 

また、その結果についても、課

内で報告・共有し、適切な事務処

理を行うよう改めました。 

 

モニタリングについては、定期

的に指定管理者と協議の場を設け

るよう改めます。 

また、モニタリングの結果につ

いては課内で報告・共有し、適切

な事務処理を行うよう改めます。 

 



生活福祉課 

指摘事項 
本通知時までに講じた 

措置又は改善方針等 
H26.10.23 までの取り組み等の内容 

２ 会計事務について 

⑵ 生活扶助費等の窓口

支給分として毎月前渡

資金を受けているが、精

算時における返納率が

30%以上となっている月

が多く見受けられる。公

金の適正管理やリスク

回避等の観点からも、資

金前渡額については、可

能な限り縮減に努める

こと。 

 

措置 

状況 
１．措置済（平成28年１月31日） 

措置 

状況 
３．検討中 

毎月受けている前渡資金につい

ては、精算時の返納額及び返納率

の縮減を図るため、過去半年分の

精算額及び精算率の実績等を十分

勘案して見積もるように改めまし

た。 

過去半年分の精算額及び精算率

を十分に勘案し、毎月の前渡資金

額を精査していきます。 

 



高齢福祉課 

指摘事項 
本通知時までに講じた 

措置又は改善方針等 
H26.10.23 までの取り組み等の内容 

１ 指定管理に係る事務に

ついて 

 ⑴ 八尾市立老人福祉セ

ンターについて 

  ② 指定管理者からの

毎月の業務報告書に

ついて、業務仕様書

に定めのある行事の

実施状況等の記載項

目がなかった。また、

年度終了後に提出さ

れる事業報告書にお

いて、事業計画時に

おける新たな取組み

等についての経過や

成果が十分に記載さ

れていない点などが

見受けられた。市の

指定管理に対するモ

ニタリング、評価に

おいて成果を検証す

ることは重要である

ことから、今後、報

告様式の変更につい

て検討すること。 

 

措置 

状況 
１．措置済（平成27年5月29日） 

措置 

状況 
２．措置予定 

「管理運営報告書」の提出を受

ける際に、行事の実施状況等がわ

かる資料を添付するとともに、事

業計画時において新たな取組み等

のある場合には、経過や成果につ

いて事業報告書に追記するよう改

めました。 

毎月ごとの利用者数等を記載し

た「管理運営報告書」の提出を受

ける際に、行事の実施状況等がわ

かる資料を添付するように改めま

した。 

また、事業計画に対する新たな

取組み等についての経過や成果に

ついては、今後事業報告書に記載

する予定です。 

 ⑵ 八尾市立養護老人ホ

ームについて 

八尾市立養護老人ホ

ーム管理業務処理要領

に定められた例月報告

書については、指定管

理者より提出があるも

のの、様式が入所者の

氏名や異動状況を一覧

としているのみであ

り、行事や交流会等施

設の事業内容について

は記載されていない。

年度終了後の事業報告

においては記載されて

いるものの、市の適切

なモニタリングの観点

から今後、例月報告書

の様式変更について検

討すること。 

措置 

状況 
１．措置済（平成27年5月1日） 

措置 

状況 
２．措置予定 

例月報告書（異動状況報告書）

に、行事や交流会等の事業内容に

ついて記載した報告書を求めるよ

う改めました。 

月例の「異動状況報告書」提出

の際に、行事や交流会等の事業内

容についての報告を記載する予定

です。 

 



 

指摘事項 
本通知時までに講じた 

措置又は改善方針等 
H26.10.23 までの取り組み等の内容 

２ 公益社団法人八尾市シ

ルバー人材センターに対

する事務について 

⑴ 高年齢者労働能力活

用事業補助金について 

本補助金については、

補助金交付要綱(以下

｢要綱｣という。)により

シルバー人材センター

が行う事業実施に要す

る経費のうち、職員の人

件費等に交付されるも

のとなっている。 

当該年度の補助金交

付決定の際の補助対象

経費は人件費のみであ

ったが、精算報告では

補助対象経費に市の行

政財産であるシルバー

人材センターの事務所

修繕費等が含まれてい

た。シルバー人材セン

ターが当該年度に執行

した人件費は、職員の

給料手当及び福利厚生

費等のほか、退職給付

引当資産への積立金が

あるが、退職給付引当

資産への積立金につい

ては精算報告に計上さ

れていないため、補助

対象経費について再度

見直し、適切な事務処

理を行うこと。また、

今後補助金額確定時等

のチェックを厳格にす

るなど、要綱に基づき

適正な事務処理を行う

こと。 

 

措置 

状況 
１．措置済（平成27年5月28日） 

措置 

状況 
２．措置予定 

平成 26年 4月 1日改正後の補助

金交付対象経費の規定について、

高齢福祉課とシルバー人材センタ

ーとの間で認識を共有し、適正な

事務処理を行うよう指導するとと

もに、補助金確定時において厳格

な審査を行うよう改めました。 

平成 24年度の補助金額確定時に

シルバー人材センターより提出さ

れた精算報告書については、本来

「退職給付引当金資産取得支出」

と記載すべきところ、「事務所（修

繕費）等」と誤って記載されてい

たため、正しい資料の提出を受け

ました（平成 26 年 2 月 27 日措置

済）。 

また、平成 26 年 4 月 1 日に補助

金交付要綱の改正を行い、補助金

の交付対象経費となる科目を明確

にしました。補助金の執行にあた

っては、補助金交付対象経費の規

定を高齢福祉課とシルバー人材セ

ンターの間で改めて認識を共有

し、本年度補助金確定時において

厳格な審査を行い、適正な事務処

理を行います。 



 

指摘事項 
本通知時までに講じた 

措置又は改善方針等 
H26.10.23 までの取り組み等の内容 

 ⑵ 財産の管理について 

シルバー人材センタ

ーが事務所等として使

用している建物の一部

については、平成8年度

に増築されているが、増

築部分について公有財

産台帳とシルバー人材

センターの財産目録に

重複して登録されてい

るので、適正な処理を行

うこと。 

措置 

状況 
３．検討中 

措置 

状況 
３．検討中 

適正な財産管理を行うべく、高

齢福祉課とシルバー人材センター

の間で処理方法を検討していま

す。 

適正な財産管理を行うべく、高

齢福祉課とシルバー人材センター

の間で処理方法を検討していま

す。 

 



障がい福祉課 

指摘事項 
本通知時までに講じた 

措置又は改善方針等 
H26.10.23 までの取り組み等の内容 

４ 医療費の助成に関する

事務について 

身体障害者及び知的障

害者の医療費助成に関す

る条例では、「医療証交付

申請日から助成が適用さ

れる」となっている。また、

医療費の助成資格は障害

認定日から生じるが、障害

認定日は障害者手帳が交

付されるまで判明しない

ため、医療費助成の一部の

申請において、障害認定日

から助成を適用するため、

日付を遡って申請書を受

理しているものが見受け

られた。これらの事務につ

いては、申請者の利益を確

保する観点から行われて

いるものであるが、適正な

事務処理となるよう規定

の整備を行うこと。 

 

措置 

状況 
３．検討中 

措置 

状況 
３．検討中 

平成 28年度に見直しが検討され

ている大阪府補助制度との整合を

図る方向で、規定の整備を行う準

備を進めております。 

大阪府補助制度規定との整合を

図る方向で、規定の整備を行う予

定としております。 

 



健康保険課 

指摘事項 
本通知時までに講じた 

措置又は改善方針等 
H26.10.23 までの取り組み等の内容 

４ 国民健康保険出産費資

金貸付基金について 

本基金については、出産

育児一時金の支給が見込

まれる世帯主に対して、そ

の支給を受けるまでの間、

出産に要する費用を支払

うための資金を貸し付け

ることを目的として設置

されている。本基金条例で

基金の額を 40,000 千円以

内とし、平成 24 年度末残

高は 30,902 千円となって

いるが、平成 21 年度に出

産育児一時金の直接支払

制度が開始されたことな

どにより、貸付件数、金額

ともに大幅に減少し、平成

24 年度の貸付件数は 1 件

(金額 80 千円)となってお

り、基金残高と運用実態と

の乖離が顕著となってき

ている。今後、貸付状況の

推移を勘案し、基金残高の

見直し等について検討す

ること。 

 

措置 

状況 
３.検討中 

措置 

状況 
３．検討中 

国民健康保険制度改革により、

平成 30年度から国民健康保険の財

政運営主体が都道府県となり国民

健康保険業務が広域化されること

が決定しており、現在国において

都道府県と市町村の役割分担等、

事務の詳細が詰められています。 

そのため、当該基金残高の見直

し等については、広域化に伴う財

政運営等が明らかになった段階で

その動向と見合せ、検討を行う予

定です。 

 

国民健康保険の運営主体は平成

29 年度をめどに都道府県化される

予定ですが、個別業務についての

都道府県と市町村の役割分担につ

いては、国において今なお検討が

続けられているところです。 

当該基金残高の見直し等につい

ては、上記役割分担が不明な上、

今後新たに設置される予定の（仮

称）国保財政安定化基金の運営方

法も明確になっていない状況か

ら、その動向が明らかになってく

る段階で基金残高の見直し等に向

けた検討を行うこととします。 

 

５ 後期高齢者医療保険料

に係る事務について 

 ⑴ 保険料の賦課、減免等

の決定については後期

高齢者医療広域連合が

行い、保険料の徴収、減

免の受付等については

市が行っている。保険料

の納入通知については、

賦課決定の通知と合わ

せて市が被保険者に送

付しているが、年度当初

やそれ以降の納入通知

における決定手続きが

十分行われていないの

で、八尾市事務処理規程

に基づき適正な事務処

理に改めること。 

措置 

状況 
１．措置済（平成27年7月7日） 

措置 

状況 
２．措置予定 

保険料納入通知について、適正

な決定手続を行うよう改めまし

た。 

保険料納入通知（随時期分）に

ついては、適正な決定手続を行う

よう改めました。（平成26年4月1

日） 

なお、保険料納入通知（年度当

初分）については、平成 27 年度よ

り適正な処理を行う予定です。 

 

 


